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換し， 重化学工業政策が「経済自立 5 カ年計画 (1956~60年度)J のもとで開
始される1955年には，早くも 1次エネノレギーに占める石炭の比率は 49.2%にな
り. 1959年には「エネルギー革命」の名のもとで石油への転換が積極的にすす
められ. 1960年には1次エネルギ に占める石油の比率は 37.7%.i高度成長」

































〔基数33)，スウヱ デソ581万kw(基数8)，カナダ57':1.2方 kw(基数10)，フィ γラソド226.2































4 (276) 第 127巻第4.5号
I 
























いるU ことはJ 安全性基準が客観的・科学的に決定されるもの亡ない ζとを端



























スリー マイル アイランド原子力発電所事故の提起した諸問題について討議した γ ンボジウ
ム〕において発言。「米国スリ マイル・アイラソド原子力発電所事故の提起した諸問題j(報
告書J.昭和S!i年6月， 195へー ジ参問。


















































































わが国の原子力政策 (281) 9 
の建設については，多数の科学者の態度は慎重なものであった。ところが1953
年12月第8回国連総会におけるアイゼンハワー米大統領の原子力平和利用提案































































































11) 河村卓哉，問題だらけの原子力法規， rエネルギー フォー ラムJ1981年 4月， 54~55ページ.

























































































16) Report of the President's Commi錨 ionCChainnan John G. Kemeu)") on the accident 
at Three Mile Island， October 1979. 0院ROIスリー マイル島原発事故報告」昭和5&年4月〉。
17) Ihid.. 7 p. (邦訳， 5ページ)，
18) lbid.， 25 p. (邦訳， '27ベー ジ).
19) Ibid.， 24 p. (邦訳， 26-'ージ)，





なかった。機構や手続きについて若干の改善策が構じられても， それが í~ 日





















20) Ibi瓦， 24p. (邦訳， 26ベー ジ).



















































































































































































60度以上の戸ーリシグ， 20度以ムのピッヲ Y :7"を生じたときには，直ちに原子
炉が停止するよう，炉心支持，耐衝撃構造などについては， とくに高度の安全
性が確保されなければならないu また速度を変えたり，前後進を速やかにおこ
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止めるべきである。
おわりに
核兵器による人類破滅の危険が増大している今日，原子力の平和的利用にと
って核兵器の廃絶が必須条件である。核兵器システム開発競争のなかで，核拡
散を助長する原子力発電の建設は推進すべきではない。なぜなら，非核3原則
が骨抜きにされようとしている今日，原発が軍事的に利用される危険性はます
ます大きくなっ℃きているからである。敦賀発電所事故は，たんに構造的欠陥
や管理の人為的ミメだけ立起ったものではない。原子力発電が技術的未確定要
素を多くもっているにもかかわらず，開発第1主義のもとで安全性確保は2の
つぎとし，実大な補助金の交付など金権によりその建設のみを推進してきた原
子力政策と原子力行政の体質こそが，原子力船「むつ」の放射線漏れ事故を引
き起し敦賀原子力発電所の事故土事故隠しを起すことになったのである。敦
賀原子力発電所の運転停止処分によって解決される問題ではない。原子力基本
法3原則の精神にのっとり，特別の調査機関を設置し，直ちに全原子力発電所
の総点検を L，安全性確保の見地から抜本的措置を構じることが必要である。
「むつ」の教訓も，米スロー・マイル・ 7イランド原発事故の教訓も真剣に取
り入れられなかったことが敦賀原子力発電所の事故，事故隠しを引き起すこと
にもなったのである。敦賀原子力発電所の事故は原子力政策にたいする第3回
目の警告である。これを機会に，石油にかわり原子力という短絡的な考えにも
とづく原子力政策は発想を転換し，抜本的に再検討しなければ，国民の信頼を
失うばかりか，とりかえしのつかぬ危険な事態を招来することになるだろう。
小規模ではあるがウラ Y濃縮装置ももっ世界第 30)原発国である日本は客観的
に潜在的核保有国である。原発の安全性はたんに技術的安全性のみならず，人
類破滅のために利用されるという危険性を防止するという見地から考察するこ
とが不可欠である。
